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＜別紙３＞

●事業所等開設・新規部門設置、子会社活用・設立、協同組合活用・設立による障害者雇用確認用資料
※該当する項目の□を黒く塗りつぶし、必要事項を記入してください。

□　事業所等開設・新規部門設置［実施要綱第４条第１項第２号］

事業所等の開設又は社内に新規部門を設け、新たな分野への進出、障害者の処理可能な業務の集約等により障害者雇用を推進し、２人以上の障害者（雇用障害者の算
定方法による。）を雇用した市内中小企業等

分野・
業務内容

設置時期 　　  　　年　　月　　日

部門体制

雇用形態等 備考

常用労働者（週の勤務時間３０
時間以上）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は1人として算定する。
○重度身体障害者又は重度知的障害者については、１人の雇用をもって２人の
身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとして（１人を２人として）、
計算する。
※重度身体障害者・重度知的障害者の取扱いについては、以下同じ。

短時間労働者（週の勤務時間２
０時間以上３０時間未満）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は０．５人として算定す
る。

短時間労働者（週の勤務時間１
０時間以上２０時間未満）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は０．５人として算定す
る。

期間労働者（週の勤務時間２０
時間以上）

○本号に該当する場合、障害者雇用人数は該当者の雇用期間の合計が１２か月
につき０．５人として算定する。

派遣労働者
○本号に該当する場合、障害者雇用人数は該当者の雇用期間の合計が１２か月
につき０．５人として算定する。

合計

□　子会社活用・設立［実施要綱第４条第１項第３号ア・イ・ウ］

子会社特例、関係会社特例及び企業グループ算定特例を活用した子会社又は障害者の雇用に特別の配慮をした子会社を設立し、その子会社で２人以上の障害者
（雇用障害者の算定方法による。）を雇用した市内中小企業等

分野・
業務内容

設立時期 　　  　　年　　月　　日

部門体制

雇用形態等 備考

常用労働者（週の勤務時間３０
時間以上）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は1人として算定する。
○重度身体障害者又は重度知的障害者については、１人の雇用をもって２人の
身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとして（１人を２人として）、
計算する。
※重度身体障害者・重度知的障害者の取扱いについては、以下同じ。

短時間労働者（週の勤務時間２
０時間以上３０時間未満）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は０．５人として算定す
る。

短時間労働者（週の勤務時間１
０時間以上２０時間未満）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は０．５人として算定す
る。

期間労働者（週の勤務時間２０
時間以上）

○本号に該当する場合、障害者雇用人数は該当者の雇用期間の合計が１２か月
につき０．５人として算定する。

派遣労働者
○本号に該当する場合、障害者雇用人数は該当者の雇用期間の合計が１２か月
につき０．５人として算定する。

合計

活用し、又
は新たに設
立した子会
社等の概要

子会社名

子会社の
所在地・
連絡先

電話番号

　□ 事業所等の開設　                      　　□ 部門・部署等の設置

開設した事
業所等又は
新たに設け
た新規部門
の概要

上記区分に係る名称
（事業所名等）

新規開設・設置の区分



労働者数
（人）

算定障害者
雇用人数（人）

　

組合設立時期

□　協同組合活用・設立［実施要綱第４条第１項第３号エ・オ・カ］

事業協同組合算定特例を活用し、又は市内中小企業が半数以上参加する市内に事務所のある事業協同組合を活用・設立し、２人以上の障害者（雇用障害者の算
定方法による。）を雇用した場合

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は０．５人として算定す
る。

活用し、又
は新たに設
立した事業
協同組合の
概要

組合の名称

活動内容

組合員数 社（市内企業数　　　社）

組合事務所
の所在地・

連絡先
電話番号

　　  　　年　　月　　日

組合事務局
体制

雇用形態等 備考

常用労働者（週の勤務時間３０
時間以上）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は1人として算定する。
○重度身体障害者又は重度知的障害者については、１人の雇用をもって２人の
身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとして（１人を２人として）、
計算する。
※重度身体障害者・重度知的障害者の取扱いについては、以下同じ。

短時間労働者（週の勤務時間２
０時間以上３０時間未満）

○本号に該当する場合、１人につき障害者雇用人数は０．５人として算定す
る。

短時間労働者（週の勤務時間１
０時間以上２０時間未満）

　　             　　年　　月　　日

                                                                     事業所名

                                                                     役 職 名

                                                                    代表者氏名　　　　　　　　　　　

期間労働者（週の勤務時間２０
時間以上）

　　            上記記載内容に相違ありません。

○本号に該当する場合、障害者雇用人数は該当者の雇用期間の合計が１２か月
につき０．５人として算定する。

派遣労働者
○本号に該当する場合、障害者雇用人数は該当者の雇用期間の合計が１２か月
につき０．５人として算定する。

合計


